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【資料１】



１ 子育て家庭を取り巻く現状

子どもの世話をした経験

「横浜市子ども・子育て支援事業計画策定に向けた利用ニーズ把握のための調査」について(令和５年度実施)

子どもが生まれる前に赤ちゃんの世話をしたことがない人が、約75％

ある
24.7%

ない
74.7%

無回答・無効
回答
0.6%

n＝33,321



子育てに対する周囲からの支え（育児の手伝い）の有無

「横浜市子ども・子育て支援事業計画策定に向けた利用ニーズ把握のための調査」について(令和５年度実施）
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無回答・無効回答

いずれもいない

緊急時もしくは用事の際には、友人・知人・近所の人
による支えがある

日常的に、友人・知人・近所の人による支えがある

緊急時もしくは用事の際には、祖⽗⺟等の親族による
支えがある

日常的に、祖⽗⺟等の親族による支えがある

n＝33,321

子育てについて、不安を感じたり自信が持てなくなること
（5年前との比較）

「横浜市子ども・子育て支援事業計画策定に向けた利用ニーズ把握のための調査」について(令和５年度実施）
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子育てに関する困りごとの相談

「横浜市子ども・子育て支援事業計画策定に向けた利用ニーズ把握のための調査」について(令和５年度実施）

ある
54.8

ない
37.1

無回答・無効回答
8.1

n＝33,321

主な相談内容：

●子どもの食事（アレルギー・偏食、卒乳など）

●子どもとの過ごし方・遊び方

●子どもの発達・発育・健康

●子どものしかり方・しつけ

●子どものネットやゲームとの付き合い方

●仕事との両立

●夫婦での子育ての分担

など

子育てに関する困りごとの相談先（複数回答）

「横浜市子ども・子育て支援事業計画策定に向けた利用ニーズ把握のための調査」について(令和５年度実施）
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その他（地域活動ホームなど）

かかりつけの医師・病院

地域療育センター・児童相談所など

区役所の子育て相談

⺠⽣委員など近所の人

子どもが通う園の先⽣

拠点及び親と子のつどいの広場スタッフ、子育て支援者

友人や知人

親やきょうだいなどの親族

配偶者・パートナー

n＝18,254



子育て家庭の姿～横浜市の調査から～

子どもとの
接し方が

わからない
日常的な

支援がない

日中子どもと
2人きりで
家にいる

仲間が欲しい
不安や悩みを
聞いてほしい

２ 事業概要



親と子のつどいの広場の役割

就学前（主に０～３歳）の親子が、気軽に集い、

うち解けた雰囲気の中で語り合い、 交流できる場を提供

子育てに対する負担感・不安感の解消や家庭の養育力の向上を図る

①親⼦の居場所（交流・つどいの場）の提供
②⼦育てに関する相談の実施
③地域の⼦育てに関する情報提供
④⼦育て・⼦育て⽀援に関する講習の実施

⑤広場を活用した一時預かり
※リフレッシュやちょっとした用事など、利用の理由
を問わない一時預かり

基 本 機 能
追 加 機 能

※継続して安定的に運営している
既存広場のみが実施対象

＋

保育を目的とした事業ではありません！

実施例

商店街の空き店舗やマンションの一室などを利用して実施しています。

子育てキディ・洋光台
（磯子区）ハッピーひろば（都筑区）

ちゅーりっぷパーク（港南区）

アットホームな雰囲気です



事業の経緯～横浜の草の根活動から全国へ！！～

補助方法変更の経緯



運営状況 ①

• 平成14年度に事業開始

• 令和８年４月現在78か所で開設

年度
新設

（か所）
累計

（か所）
年度

新設
（か所）

累計
（か所）

H14 3 3 H27 4 54
H15 3 6 H28 3 57
H16 3 9 H29 4 61
H17 3 12 H30 2 63
H18 3 15 R元 3 66
H19 4 19 R2 1 67
H20 6 25 （新設） 1
H21 3 28 （終了） 1
H22 3 31 R4 3 70
H23 5 36 R5 4 74
H24 5 41 （新設）2
H25 6 47 （終了）1
H26 3 50 R7 3 78

R3 67

R6 75

運営状況②

〇 区別設置状況
・ 8か所 港北
・ 7か所 青葉、都筑

・ 6か所 港南、保土ケ谷、磯子
・ 5か所 鶴見、南、金沢
・ 4か所 瀬谷
・ 3か所 神奈川、旭、⼾塚、泉
・ 2か所 ⻄、緑、栄
・ 1か所 中

〇 運営団体は、主にNPO法人などの市⺠活動団体
・ NPO法人 ： 51か所
・ 任意の市⺠活動団体 ： 17か所
・ 社会福祉法人 ： 4か所
・ 一般社団法人 ： 4か所

・ 株式会社 ： 2か所

（うち16の団体が２広場以上を運営しています。）



運営状況③

【各広場の連絡会等】

○ 広場全体連絡会（年2回程度開催）
・ 局主催の連絡会。局・団体間の情報共有や課題検討の場。

○ ブロック連絡会（年2回以上）
・ 18区を6ブロックに分け、ブロックごとの広場があつまり、

情報交換、課題検討、研修、広場見学会などを実施。

○ 局主催研修会（随時）
・ テーマを設定の上、研修会や事例検討会などを実施。
・ その他の機関が行う研修や講演会等も、随時、団体に情報提供。

３ 求めている広場像



基本的な考え方

広場運営で大切にしていただきたいこと



事業者の声・利用者の声①【事業者】

●育児参加促進の補助金を活用し、やってみたかった講座や企画
にチャレンジ出来て嬉しい。自分たちもワクワクしながら企画運営で
きるので、これからも続けていきたい。

●おしゃべり会のテーマを利用者から募集した。子育て中のペットと
の生活など、当事者だからこそ出てくるテーマがあった。

●高校生や大学生のアルバイトを受け入れることにより、子育てと関
係ない話で盛り上がることもあり楽しんでいる様子が見られた。

事業者の声・利用者の声②【利用者】

●辛いことがあった時に「聞いて！」と駆け込める居場所
があるのがありがたいです。

●こどもの食事について悩んでおり、広場で相談したとこ
ろ、ランチタイムに円卓を囲んで一緒に食べるように提案
があった。他の子の食べる姿などを実際見ることができ、
参考になった。



４ 本市施策での位置付け

本市施策での位置付け①

・第３期横浜市子ども・子育て支援事業計画
～こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン～（計画期間：令和７～11年度）

目標値直近の現状値
（令和５年度）

指標アウトカム

57％【令和10年度】50.6%

「利用ニーズ把握のための調査」に
おいて、親子の居場所を「利用して
いる」「過去に利用していた」と回
答した割合

親子の居場所の利用を通じ
て、つながりをつくったり、
情報が得られている

55％【令和10年度】58.3％

「利用ニーズ把握のための調査」に
おいて、現在の子育てについて、不
安を感じたり、自信が持てなくなる
ことが「よくあった」「時々あっ
た」と回答した割合

子育てについて不安に感じ
る方が減少する

55％【令和10年度】32.4％

「利用ニーズ把握のための調査」に
おいて、子育てをしていて地域社会
から見守られている、支えられてい
ると「感じる」「どちらかといえば
そう感じる」と回答した割合

子育て家庭が地域に見守ら
れている



本市施策での位置付け②

・第３期横浜市子ども・子育て支援事業計画
～こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン～（計画期間：令和７～11年度）

目標値（11年度末）直近の現状値指標

①28か所
②87か所
③136園

①26か所
②75か所
③75園

（７年５月時点）

子育て中の親子がいつでも利用できる
地域子育て支援の場の数（週３日以上開設のもの）
①地域子育て支援拠点
②親と子のつどいの広場
③保育所子育てひろば、幼稚園等はまっ子広場

５０．６％
（５年度）

地域での子育て支援の場を利用している親子の割合

本市施策での位置付け②

地域子育て支援拠点を中心としたネットワーク



５ 国施策での位置付け

法律上の位置付け



国事業での位置付け

・国事業としては、「地域子育て支援拠点事業」に
該当します。
−「地域子育て支援拠点事業実施要綱」等に、国事業と
しての実施要件が定められています。

・国庫補助事業として、国から横浜市に対して、
「子ども・子育て支援交付金」が交付されます。
−こども家庭庁「子ども・子育て支援交付⾦交付要綱」等に、
国庫補助の対象事業としての実施要件が定められています。
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